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平成16年日本各地で発生した豪雨災害に見られるように，近年計画高水位を上回る洪水が多発し，河川堤防の破

堤が頻発している。そのため，堤防の安全性照査手法の見直しの必要性が高まっている。本研究では，混合体理論

に基づく非定常不飽和浸透－変形連成解析手法を開発し，浸水時の堤防の安全性評価を行った。典型的な河川堤防

のモデル地盤を対象として解析を行った結果，堤体の変形が急激に進行しはじめる時点での局所動水勾配は0.45程

度であることが確かめられ，現行の安定性評価基準のひとつである局所動水勾配 0.5 以下という数字は必ずしも安

全側ではない可能性があることが確かめられた。さらに，各種の堤防強化手法の効果についても確認することがで

きた。 
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１．はじめに 

平成 16 年は日本各地で計画高水位を上回るような集

中豪雨が多発し，それにより数多くの堤防が破堤した。

主因は越水，浸透およびそれらの複合作用であるが，同

じ河川堤防の破堤であっても，越水開始から破堤までの

時間や，崩れ初めてから完全に破堤するまでの時間は，

それぞれの事例で異なっていた。平成 16 年豪雨の特徴は，

局所的かつ短時間に大量の降雨に見舞われたことであり，

日本全国のどの河川であっても，同じ条件の降雨に襲わ

れれば，計画高水量を上回る危険性は高い。人命や財産

を守る堤防に望まれる条件は，越水しても破堤しない，

あるいは，破堤するにしても安全に避難できるだけの時

間を要するものであることである。しかし，堤防のほと

んどは現地調達の地盤材料で構成されており，堤防の特

性は千差万別であるのに加え，総延長が莫大であること

から，堤防の安全性評価はほぼ手つかずのままになって

いるのが現状である。また，従来の安全性評価手法は，

浸透解析による局所動水勾配による浸透破壊の予測と，

円弧すべり解析による滑り破壊の検討を別個に行うもの

であり，洪水時に起こりうる堤防の破壊形態を必ずしも

正確に模擬したものとはなっていない。 
そこで本研究では，多相系材料の変形解析法を用いて

堤防の安全性を検討する手法を提案する。具体的には，2
相混合体理論に基づいて，不飽和浸透－変形連成解析手

法を定式化し，不飽和浸透時に起こりうる土骨格の変形

問題の解析を行う。その際，不飽和浸透は，間隙が常に

排気状態であると仮定することにより，間隙空気の運動

までは考慮せず，2 相系の解析で行うこととする。不飽

和浸透特性については，水分特性曲線を与えることによ

り，サクションと土中の水分量との関係を別途与える従

来型の不飽和浸透解析の手法をそのまま継承して用いる

こととする。以上のように新たに提案する不飽和浸透－

変形連成解析を用いて，典型的な堤防断面の安全性評価

を行う。用いた堤防断面の形状は 1 種類であるが，堤防

盛土の透水性，および堤防下に存在する基礎地盤の透水

性を変えることにより，安全性の評価を行う。また堤防

断面内への不透水層の設置，堤防法面への遮水シートの

設置等の各種堤防強化工法の効果についても言及する。

また，本研究の全解析を通し，堤防の安全性の評価にあ

たっては，堤防法面の変形に着目し，破壊と判断される

ひずみが発生するまでの時間を用いることとする。 
 
２．不飽和浸透－変形連成解析 

2.1 支配方程式 

本研究では，Oka らによる砂の弾塑性構成式 1)を組み

込んだ液状化解析コード LIQCA2D-042)を不飽和浸透問

題に拡張し，新たに LIQCA2D-SF として用いている。は

じめに，この LIQCA2D-SF の定式化について述べる。 
 2 相混合体理論に基づき，固相（土骨格）の変位と液

相の圧力（間隙水圧）を未知数とする u-p formulation を

用いて場の方程式の定式化を行う。力のつり合い式は以

下に示すようになる。 
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ここに， s
iu&& は固相の加速度ベクトル， ib は物体力ベクト

ル， ijσ は全応力テンソルである。また， ρ は混合体の

密度であり，次式で表される。 
f

r
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n は混合体の間隙率， sρ および fρ はそれぞれ固相およ

び液相の密度であり， rS  は飽和度である。なお， 

f
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とおくことにより，不飽和土における見かけの液相の密

度 fρ を定義する。式(1)のつり合い式を解くのにあたり，

Oka らの繰り返し弾塑性構成式 1)を用いるとともに，空

間離散化には有限要素法を適用し，時間離散化には

Newmark のβ法を適用して計算を行う 2)。 
 一方，連続式は全水頭 h を用いて次式のように表すこ

とができる。 
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ここに，k は透水係数， wγ は液相の単位体積重量， s
iiε は

固相の体積ひずみであり， p は間隙水圧である。また，
fK は見かけの液相の体積弾性係数であり，液相の体積

弾性係数 fK および比水分容量C を用いて，次式のよう

に定義することができる 3), 4)。 
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式(4)の連続式は領域 V の中で満足すると考えれば， 
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となる。上式は以下のように変形することができる。 
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第 1 式から第 2 式の変形はガウスの発散定理による。さ

らに，式(7)の右辺を，水平および鉛直方向が x および y

座標である 2 次元場で表すと， 
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となり，鉛直方向には圧力勾配による間隙水の流れの他

に，自重による鉛直下向きの流れ場も表現することが可

能となることがわかる。ここに， xn および yn はそれぞ

れ，境界 S における x および y 方向の法線ベクトルであ

る。通常の飽和地盤の浸透解析の場合は，初期条件が静

水圧場，すなわち， 

yp ws ⋅= γ                (9) 

であることが多いため，静水圧に起因する圧力勾配によ

る上向きの流れ場と式(8)の自重による下向きの流れ場

がキャンセルアウトするために，自重による流れ場を考

慮する必要はほとんどない。しかし，多次元場での不飽

和浸透解析を行う場合には，初期間隙水圧分布が静水圧

場ではない場合がほとんどであるため，自重による流れ

場を考慮しなければ正確な浸透解析はできない。 
 本研究で用いる LIQCA2D-SF では，式(7)および(8)で
得られる連続式は，LIQCA2D-04 と同様に，赤井・田村

の方法 5)をベースとした空間離散化 2)を施し計算を行う。

すなわち，式(7)の左辺の固相の変形に関する部分につい

ては有限要素法を用いて空間離散化を行い，式(8)の右辺

の間隙水圧に関する部分については，要素重心で間隙水

圧を定義する差分法を用いて空間離散化を行う。 
 以上のように求められた，つり合い式と連続式を連成

することにより，固相の変位（加速度）と間隙水圧を求

めることができる。 
 
2.2 不飽和浸透特性 

本研究では，不飽和浸透特性を表現するのにあたり，

汎用性の高い Van Genuchten による不飽和浸透モデル 6) 

を用いる。すなわち，次式で定義する有効飽和度 eS の概

念を導入する。 
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ここに，θ は体積含水率， sθ は飽和状態での体積含水率

であり間隙率 n に等しい。また， rθ は高サクション条件

下での体積含水率であり，粒子間に付着して高サクショ

ン条件でも残留し続ける水分量を表す。豊浦砂のような

比較的粒径が大きく均等な砂の場合は， rθ はゼロとなり，

有効飽和度は通常の飽和度と等しくなる。 
 水分特性を決定するため，有効飽和度 eS を負の圧力水

頭ψ と次式で関係付ける。 
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+= αψ1       (11) 

ここに，α はψ の逆数の次元を持つスケーリングパラメ

ータであり，n′ , m は水分特性曲線の形を決める形状パ

ラメータであり，n′と m を次式で関係付けることにより，

S 字型の水分特性曲線を表現することが可能となる。 
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なお，本論文の解析では河川堤防の構造検討の手引き 7)

を参照して 2=α , 4=′n を用いている。また，式(5)で用

いる比水分容量C は，次式のように求められる。 
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また，透水係数に対する不飽和透水係数の比である比透

水係数 rk は次式で定義される。 
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江戸崎砂
解析モデル 砂の弾塑性モデル

初期間隙比　e0 0.856

圧縮指数　λ 0.018
膨潤指数　κ 0.0055
初期せん断係数比 G0/σ’ｍ０ 873

透水係数　k（m/s） 1.0×10-5

重力加速度　g(m/s2) 9.8

密度　ρ（t/m3） 1.91
変相応力比　Mm 0.909

破壊応力比　Mf 1.122

硬化関数中のパラメータ　B0 2200

硬化関数中のパラメータ　B1 30

硬化関数中のパラメータ　Cf 0

水の体積弾性係数　Kf 2.0×105

擬似過圧密比　OCR 1
Cd 2000

ダイレンタンシー係数　D0 ,n 5.0,  1.5

塑性基準ひずみ　γref
P 0.005

弾性基準ひずみ　γref
E 0.01

ヤング係数　E（kPa） 8.80×104

ポアソン比　ν 0.258
内部摩擦角　Φ’ 35
粘着力　ｃ　（kPa） 10

初期応力解析

以上の関係を用いて，不飽和浸透特性を表す。 
実際の解析では以下の方法で不飽和領域を扱う。はじ

めに，要素の圧力水頭を次式で算定する。 
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p
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地下水位以浅の不飽和領域では，地下水位からの高さ

yΔ の位置水頭分の負圧 yw Δ⋅−γ が初期圧力水頭である

とするが，その値は規定の初期飽和度以下にはならない

と仮定する。したがって，規定の初期飽和度から式(11)
の van Genuchten 式を用いて逆算される圧力水頭を下限

値とする。また，圧力水頭が負の場合には，サクション

として初期平均有効応力に付加し，サクションによる地

盤剛性の増加を考慮する。次に，式(15)で算定された圧

力水頭を用いて式(10)，式(11)より有効飽和度および飽和

度を算定する。これにより得られた有効飽和度を用いて, 
式(13)より比水分容量 C を，式(14)より比透水係数 rk を

算定する。これらの算定値から，不飽和部の間隙水の見

かけの体積弾性係数および透水係数を逐次更新する。な

お，初期飽和度より低い飽和度の領域においては，間隙

水は間隙を自由に流動できる自由水ではないと仮定し，

式(8)の右辺最終項の自重による流れ場の項は解析では

除外する。初期飽和度よりも高い飽和度の領域でのみ，

自重による流れ場が発生するとしてその項を考慮するも

のとする。 
 
2.3 動的解析のスキームの適用について 

 本論文で示す事例は，すべて不飽和浸透時の堤防の変

形解析であり，準静的問題と見なすことができる。した

がって，以上で示した動的解析のスキームを用いる必要

性はそれほど高くない。しかしながら，浸透破壊は，有

効応力が急激に低下する一種の液状化問題であり，破壊

時には解析に大きな不安定性が発生する。そのため，あ

らかじめ加速度項を付加した双曲型の支配方程式に立脚

した動的解析のスキームを用いることにより，準静的な

安定領域から，液状化に近い不安定領域までを連続的に

スムースに解析することが可能となる。この種の動的解

析スキームを地盤解析の準静的問題に適用している例と

して，動的緩和法による支持力解析 8), 9)などがある。ま

た，本研究では，堤防の浸水時の耐震性評価 10) も視野に

入れており，動的解析を用いることの利点は多い。 
 
３．堤防モデル地盤の解析 
3.1 解析条件 

本研究で用いる堤防モデルを図-1 のように設定する。

天端 5m，盛土高さ 6m，斜面長 12m の川表側・川裏側勾

配がともに 1：2 の堤体である。実存する堤防断面を模擬

してこの解析断面を決定した。各メッシュの高さはすべ

て 0.2m であり，横幅は天端直下部で 0.5m，法面部で 0.4m
とした。盛土材料は Oka ら 1)による弾塑性構成モデルを

用い，表-1 のパラメータを使用する。地下水面の設定と

して初期水位は 1m と仮定し，堤体右側（川表側）の水

位を上昇させた。なお，川裏側の法面には浸透の進行に

伴い浸潤面が現れるが，その場合には浸潤面，法面上の

浸出点，ならびに法面表面は連続した流線となる必要が

ある。それを表現するためには，川裏側の法面表層を流

れる表層流を模擬しなければならない。そこで本研究で

は，流水境界と呼ぶ境界条件を新たに設定した。すなわ

ち，図-2 に示すように，堤体表面を不透水境界とすると

ともに，川裏側法面の表層から 2 要素分を，透水係数が

盛土部の 10 倍とした。その他の変位境界条件としては，

堤体モデルの下面を固定境界としている。水頭の境界条

件としては，川表側では水位上昇に伴いその水位に相当

する水頭を，川裏側では初期水位部分に 1m 分の水頭を

与えた。 
以下に各解析ケースについて，具体的な解析条件を説

明する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1 解析に用いた土質パラメータ 

図-1 解析に用いた堤防モデル地盤の諸元 

図-2 流水境界の概要 
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(1) 基本ケース 

表-2 に示すように，8 種類の解析ケースについて安全

性の検討を行った。これらは図-1の堤防モデルを用いて，

飽和度と透水係数などの地盤条件により，堤防の安定性 
がどのように異なるかについて検討したものであり，基

本ケースと呼ぶ。最も基準となる解析ケースである基本

ケース I は，初期水面以下の地盤（以下この部分を基礎

地盤部と呼ぶ）の飽和度を 1.0 とし，初期水位より上の

盛土部の初期の飽和度を 0.6 と設定した。透水係数は基

礎地盤部，盛土部ともに 1.0×10-5m/s，川表の河川水位上

昇速度は 1/3 m/hr. とし，15 時間かけて初期水位 1m から

6m まで水位が上昇したと仮定した。他の 7 つの解析ケ

ースは，この基本ケース I から，種々の地盤条件を変え

たものである。基本ケース II は，盛土部の初期飽和度に

よる影響を観察するために，盛土部の初期飽和度を 0.8
に変更したものである。基本ケース III および IV は，基

礎地盤部の透水係数による影響を評価するために，基礎

地盤の透水係数をそれぞれ，5.0×10-5 m/sおよび2.0×10-6 

m/s に変更したものである。さらに，基本ケース V およ

び VI は，盛土部の透水係数による影響を評価するため

に，盛土部の透水係数をそれぞれ 5.0×10-5 m/s および 2.0
×10-6 m/s に変更したものである。 
最後の 2 つのケースは，地盤材料は基本ケース I と同

じであるが，河川の水位上昇速度や逆に急激な水位低下

による影響を評価するためのものである。基本ケース

VII は，水位上昇速度を基本ケース I の 2 倍に相当する，

2/3 m/hr. に変更したものである。また基本ケース VIII
は急激な水位低下を模擬した解析ケースであり，水位上

昇開始から 100 時間後に，川表側の水位を 2/3 m/hr. で急

低下させた。 
(2) 強化ケース 

表-3は各種の堤防強化工法を模擬した解析条件（以下，

強化ケースと呼び，K を付ける）を示したものである。

強化ケース K-I は，図-3 に示すように，川裏側法尻にド

レーンを敷設することにより堤体の強化を計ったもので

ある。ドレーン工の幅については現行の設計基準に従い，

ドレーン工前面における平均動水勾配が 0.3 を上回らな

いように，厚さ 1.2m，奥行き 2m に設定した。ドレーン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
材料は，同じく現行設計基準に従い，飽和透水係数を 1.0
×10-3 m/s とした。次の強化工法は，図-4 に示すように，

堤体内部に透水係数の小さいコア材料を用いた強化ケー

ス II である。コア材料の飽和透水係数は盛土部の 1/10
である 1.0×10-6 m/s を用いた。さらに，表法面被覆工法

として，図-5（強化ケース K-III）および図-6（強化ケー

ス K-IV）の 2 種類を行った。いずれの解析ケースも，表

法面を不透水境界に設定して解析しているが，強化ケー

ス K-III では表のり面全面を被覆しているのに対して，

強化ケース K-IV では部分的にしか被覆しておらず，水

位が遮水シートのある被覆面以上となると水が堤体内に

浸透することになる。 

表-2 基本ケースの解析条件と解析結果 

初期飽和度 透水係数* 
 

基礎 盛土 基礎 盛土 

水位上 
昇速度 
** 

破壊まで 
の時間 
（hour） 

I 1.0 0.6 1 1 1 118 
II 1.0 0.8 1 1 1 47 
III 1.0 0.6 5 1 1 90 
IV 1.0 0.6 1/5 1 1 120 
V 1.0 0.6 1 5 1 31 
VI 1.0 0.6 1 1/5 1 破壊せず 
VII 1.0 0.6 1 1 2 110 
VIII 1.0 0.6 1 1 低下 110 
* 透水係数は，基本ケース I の飽和透水係数 1.0×10-5m/s からの

倍率を表す。 
**水位上昇速度は，基本ケース I における 1/3 m/hr.からの倍率を

表す。 

表-3 強化ケースの解析条件と解析結果 

 強化法 透水係数* 
破壊まで 
の時間 
（hour） 

K-I 川裏法尻ドレーン 100 破壊せず 
K-II 難透水コア 1/10 破壊せず 
K-III 表法面全面被覆 - 破壊せず 
K-IV 表法面不完全被覆 - 125 

* 透水係数は，該当の強化部分の材料の飽和透水係数であり，

基本ケース I の飽和透水係数 1.0×10-5m/s からの倍率を表す。 

図-3 強化ケース K-Ⅰ（法尻ドレーン） 

図-4 強化ケース K-Ⅱ（難透水性コア） 

図-5 強化ケース K-Ⅲ（表法面全面被覆） 

図-6 強化ケース K-Ⅳ（表法面不完全被覆） 
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水位上昇

難透水性コア
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初期水位

水位上昇

難透水性コア
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3.2 解析結果 

 (1)基本ケース 1の解析結果 

基本ケース I の時間の経過に伴う飽和度の変化を図-7
に示す。水浸した部分の飽和度は 1.0 となるため，この

図から，水位上昇によって水が川表側から川裏側へと浸

透し，浸潤面が徐々に変化している不飽和浸透の様子が

わかる。図-8 および 9 はそれぞれ，偏差ひずみの分布図

と変形図である。ここで，偏差ひずみと呼んでいる量は，

各要素の偏差ひずみテンソルの第 2 不変量であり，座標

に無関係にせん断変形量を定量的に表すことができ，破

壊を議論する場合に適している。 
図-8 に示すように，川裏側法尻部に偏差ひずみが 5%

を超えた部分が発生すると，それ以降は偏差ひずみが急

激に拡大することがわかる。同時に，図-9 に示す変形図

を見ると，偏差ひずみが 5%を超えた以降，法尻付近に

極めて大きな変形が発生していることがわかる。以上の

結果より，本研究では，偏差ひずみが 5％以上に達した

時点でパイピングにより堤防に浸透破壊が生じたと判定

することとした。この判定条件においては，基本ケース

I における破壊は水位上昇開始から 118 時間後となる。

図-7 の浸潤面を見ると，破壊時の 118 時間後には堤防内

部がほとんど飽和状態となっていることがわかる。図-10
は偏差ひずみの各時間における増分値の分布である。破

壊前では，図-7 に見られる浸潤面に沿って偏差ひずみが

集中していることが確認できる。浸潤線がほぼ定常とな

ると，川裏側法尻部分において偏差ひずみが蓄積してゆ

き，最終的には図-8 に示すように，偏差ひずみが大きく

発生し破壊に至っている。 
図-11 に水平局所動水勾配の分布図を示す。破壊時の

118 時間後には，川裏側の法尻部の局所動水勾配は 0.45 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7  飽和度分布の経時変化（基本ケース I） 

図-8  偏差ひずみ分布の経時変化（基本ケース I）

118時間後

126時間後

図-9  破壊後の変形の様子（基本ケース I） 

図-10 偏差ひずみ増分の経時変化（基本ケース I）

水位上昇開始前

50時間後

118時間後 (破壊)

15時間後 (水位上昇停止)

水位上昇開始前

50時間後

118時間後 (破壊)

15時間後 (水位上昇停止)

126時間後

118時間後

122時間後

126時間後

118時間後

122時間後

50時間後

118時間後 (破壊)

15時間後 (水位上昇停止)
0.0 0.000005 0.000010

75時間後

0.0 0.000001 0.000002

50時間後

118時間後 (破壊)

15時間後 (水位上昇停止)
0.0 0.000005 0.000010

75時間後

0.0 0.000001 0.000002



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に達しており，その箇所は図-8 において偏差ひずみが集

中していた箇所であることがわかる。従来の堤防の浸透

破壊に対する安全性照査基準の一つに，局所動水勾配を

0.5 以下に抑えるというものがある7)。今回の解析の結果

は，局所動水勾配が 0.5 に至る前であっても，法尻部の

破壊が進展してゆくことを示唆しており，必ずしも局所

動水勾配が 0.5 以下であれば確実に安全側にあるもので

はないことを示している。 
 (2)各基本ケースの解析結果 

全部の基本ケースにおいて，水位上昇開始時から破壊

まで，あるいは破壊に至らない場合には 200 時間経過後

までの計算を行った。表-2 に，各ケースにおける破壊に

至るまでの時間を示している。図-12 は基本ケース II の
飽和度分布の経時変化である。基本ケース I では，15 時

間後においても浸潤面が川表側へ傾斜しているのに対し

て，基本ケース IIでは浸潤面が基礎地盤に向かうにつれ，

ほぼ垂直に現れていることが確認できる。これは，基本

ケース I よりも基本ケース II のほうが急速に浸水してい

ることを表しており，倍以上の速さで堤体内へ水が浸透

している。この結果，基本ケース I の半分以下の時間で

破壊に至っている。以上の結果より，降雨等により堤防

の飽和度が上昇している時は，飽和度が上昇していない

時と比べて浸透に対する安全性が低下していると言える。 
 次に，基礎地盤部の透水係数を 5 倍とした基本ケース

III の飽和度の経時変化を図-13 に示す。50 時間後におい

て基本ケース I の浸潤面と比較すると，基本ケース III
の方が川裏側堤体内下部において浸潤面が上に位置して

おり，このケースの方が，早く浸水している様子が分か

る。逆に，基礎地盤部分の透水係数が基本ケース I の 1/5
とした基本ケース IV では，破壊までの時間は基本ケー 
スとほぼ変わらず，明確な相違は認められなかった。こ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
のことから，基礎地盤部分の透水係数が大きければ浸透

が早く進むことにより，破壊に至るまでの時間は短くな

るが，基礎地盤の透水係数が小さくても堤防盛土自体の

透水係数に変化がなければ，堤防の安全性には関係しな

いことがわかる。基礎地盤の透水係数が高いことが一因

となり堤防に浸透破壊が生じた例は，2004 年新潟豪雨に

おいても報告されており 11)，基礎地盤の透水性の高さが

危険性を増すことが本研究の解析結果からも示された。

基礎地盤に砂礫層などの透水性の高い層がある場合には，

川表遮水工法やブランケット工法等により基礎地盤への

浸透を抑制する強化工法が必要である。 
 次に，基本ケース I と堤防の盛土部の透水係数が異な

るケースについて比較する。盛土部の透水係数が基本ケ

ース I の 5 倍である基本ケース V では，破壊までの時間

が表-2 に示すように 31 時間となっており，透水係数が 5
倍になることにより破壊までの時間が約 1/4 倍となった。

逆に，盛土部の透水係数が基本ケース I の 1/5 である基

本ケース VI では，200 時間経過するまでに浸潤面が川裏

側に到達せず，破壊しなかった。以上のように，盛土部 

図-11 水平局所動水勾配の経時変化（基本ケースI）

図-12  飽和度分布の経時変化（基本ケースⅡ） 

図-13  飽和度分布の経時変化（基本ケースⅢ） 

118時間後 (破壊)

15時間後 (水位上昇停止)

50時間後

75時間後

118時間後 (破壊)

15時間後 (水位上昇停止)

50時間後

75時間後

30時間後

45時間後 (破壊)

15時間後 (水位上昇停止)

90時間後 (破壊)

50時間後

15時間後 (水位上昇停止)



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の透水係数は，浸透の進行と破壊までの時間に大きく影

響を与え，堤防の安全性を支配する重要なパラメータで

あることがわかる。 
基本ケース VII は水位上昇速度を 2 倍にしたものであ

る。今回の解析では，基本ケース I においても，水位が

最高位に達するまでの時間よりも，最高位に達した時か

ら川裏側に浸潤面が到達するまでの時間が非常に長いた

め，基本ケース VII における破壊までの時間は，基本ケ

ース I と大きく変わっていない。 
 図-14 は，川表側の水位が急激に下がる基本ケース VIII
における，水位が完全に低下した時の飽和度分布である。

図のように，川表側の飽和度は水位が低下した後も，飽

和度は高い値を維持したままであり，水位上昇時の水に

よる支えがなくなったことにより，この時の水平局所動

水勾配は水の残留している堤体中央部から両側面に向け

て高くなっており，特に川表側では，図-15 に示すよう

に大きな局所動水勾配の発生が見られた。 
 (3)強化ケースの解析結果 

河川堤防の強化工法を想定した解析ケースについて検

討する。破壊に至る時間は表-3 に記載している。まずド

レーン工法を施した強化ケース K-I では，図-16 に示すよ

うに川裏側の浸潤線の上昇がドレーンによって抑制され

ており，図-17 に示す水平局所動水勾配も川裏側のり尻

部では上昇せず，200 時間が経過しても堤防の破壊は見

られなかった。次に，堤体中心に 1/10 の透水係数のコア

を用いた強化ケース K-II の結果を示す。図-18 は 200 時

間経過時の飽和度分布であるが，コアに遮られるために

川裏側へ到達する浸潤線の水位が低くなっていることが

わかる。その際，図-19 に示すように川裏側の水平局所

動水勾配の上昇も緩慢となっている。以上のように，堤

体内に低透水性のコアを設けるのは，破壊までの時間を

長くする効果があり，強化工法としては有効であると考

えられる。 
次に，表法面被覆工法を行った強化ケースについて述

べる。表法面全面を被覆した強化ケース K-III では，水 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
位の上昇が基礎地盤を介してしか起こらないために，200
時間経過した時も破壊は生じなかった。図-20 に示すよ

うに，定常状態に至った 200 時間後でも，川裏側の水平

局所動水勾配は 0.45 に達していない。部分的にのみ被覆

し，水位が被覆面よりも上に来るような強化ケース K-IV
では，基本ケース I とそれほど変わらない時間経過で破

壊に至っている。このため，表法面被覆工法においては，

被覆面よりも高い位置まで水位が上昇した場合には，堤

体内への浸透が急速に進行し，被覆がない場合とほとん

ど変わらない。 

図-14 飽和度分布（基本ケースⅧ） 

図-15 局所動水勾配分布（基本ケースⅧ） 

図-16 飽和度分布（強化ケース K-I） 

図-17 局所動水勾配分布（強化ケース K-I） 

図-18 飽和度分布（強化ケース K-Ⅱ） 

図-19 局所動水勾配分布（強化ケース K-Ⅱ） 

図-20 局所動水勾配分布（強化ケース K-Ⅲ） 

107.5時間後 (水位低下終了)

110時間後 (破壊)

200時間後 (定常状態)

200時間後 (定常状態)

200時間後

200時間後

200時間後 (定常状態)



４．まとめ 

 飽和－不飽和浸透特性を取り入れた変形解析法を提案

し，浸透破壊に対する堤防の安定性について検討を行っ

た。本論文での解析によれば，局所動水勾配 0.5 以下で

あっても法尻に急速に破壊領域が広がることが示され，

従来の浸透破壊に対する安全性基準が必ずしも安全側に

はないことを示唆した結果となった。これまで実験等に

基づき示されている安全基準について，初めて連成解析

でその位置づけがなされたという点で興味深い。現在，

いくつかの実堤防サイトにおいて地盤情報および土質パ

ラメータを調査・収集しており，今後実堤防の解析例を

増やすことにより，詳細な検討を行う予定である。 
また，本研究の解析により，各種堤防強化工法の効果

およびその適用性が明らかとなった。今後は，本解析手

法を用いて実在堤防の安全性評価についても詳細な検討

を進めるとともに，物理探査を用いた堤防の各種の非破

壊検査手法 12)を組み合わせることによって，既往の評価

手法に替わる，簡便かつ確実な河川堤防の安全性評価手

法の開発を進める予定である。 
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Recently, many flood disasters have occurred in various areas in Japan such as heavy rain disaster in 
Niigata, 2004 in which river water level exceeded the estimated high-water level. Some of them 
exceeded the design flood. It is therefore required to reconsider the evaluation method for the safety 
of river dike embankments during a flood. In the present study, a deformation analysis that can 
simultaneously consider the unsaturated seepage flow is proposed. This method is quite different from 
the conventional method, which separately considers the seepage flow and stability. A soil - water 
coupled elasto-plastic finite element analysis is applied to the problem by incorporating the 
unsaturated seepage characteristics assuming pore air pressure in unsaturated soil region to be 
atmospheric pressure.  The deformation and stability of the river dike embankment during a flood 
are investigated for the various cases of the initial saturation and permeability, and some measures of 
the embankments against a flood are also discussed. The result of the present analysis shows that the 
existing evaluation criterion for seepage failure of the river embankment is not always on the safe 
side. 


